
青森県職業訓練手当支給規則（昭和４１年１０月２７日 青森県規則第７８号） 新旧対照表 

改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

第1号様式(第10条関係)その1 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

 

年  月  日  

 

 青森県知事    殿 

 

                              氏 名          

 次のとおり訓練手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

1 申請する訓練手当 

          

2 

申請者 

の記入 

する欄 

(1) 

氏  名 

  (2) 

生年月日 

性  別 

年  月  日（  歳）男・女 

(3) 

住所又は居所 (    )方 

(4) 

家

族

の

状

況 

氏  名 

申 請 者 

と  の 

続  柄 

年 齢 職 業 
扶 養 の 

有  無 

同居・ 

別居の 

別 

別居している 

者の住所又は 

居所 

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

(5) 

寄宿の事実 有・無 

(6) 

寄 宿 開 始 年 月 日 年  月  日 

(7) 

寄宿前の住所又

は居所 
                            （      ）方 

  

第1号様式(第10条関係)その1 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

 

年  月  日  

 

 青森県知事    殿 

 

氏 名        ○印   

 次のとおり訓練手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

1 申請する訓練手当 

          

2 

申請者 

の記入 

する欄 

(1) 

氏  名 

  (2) 

生年月日 

性  別 

年  月  日（  歳）男・女 

(3) 

住所又は居所 (    )方 

(4) 

家

族

の

状

況 

氏  名 

申 請 者 

と  の 

続  柄 

年 齢 職 業 
扶 養 の 

有  無 

同居・ 

別居の 

別 

別居している 

者の住所又は 

居所 

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

        

有・無 
同居・ 

別居 

  

(5) 

寄宿の事実 有・無 

(6) 

寄 宿 開 始 年 月 日 年  月  日 

(7) 

寄宿前の住所又

は居所 
                            （      ）方 

 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

 

3 

職業訓 

練を行 

う施設 

の長又 

は公共 

職業安 

定所長 

の確認 

欄 

(1) 

訓練の別 

  

(2) 

訓練期間 

  (3) 

訓 練 科 

  

(4) 

訓練受講指示の根拠 

  

(5) 

雇用保険給付等の受給 

資格の有無 

有   ・   無 

種  類 
ア雇用保険 

失業給付 

イ国家公務 

員退職手 

当 

ウア又はイに掲げる給付に相当する給 

付であつて地方公共団体の支給する 

もの 

有  無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

金  額 

      

受給期間 

      

 上記の記載事項に誤りのないことを確認する。 

   年  月  日 

 

                      職業訓練を行う施設の長          

(公共職業安定所長) 

 

 注1 2欄には、必要な事項を記入し、又は該当する箇所に○印を付してください。 

  2 2欄の(4)の事項については、市町村長の証明書を添えることを求められることがあります。 

  3 3欄には、職場適応訓練以外の職業訓練の場合は当該職業訓練を行う施設の長の確認を、職場適応訓練の場合は当該職

場適応訓練を行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長の確認を受けてください。 

  4 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。 

 

3 

職業訓 

練を行 

う施設 

の長又 

は公共 

職業安 

定所長 

の確認 

欄 

(1) 

訓練の別 

  

(2) 

訓練期間 

  (3) 

訓 練 科 

  

(4) 

訓練受講指示の根拠 

  

(5) 

雇用保険給付等の受給 

資格の有無 

有   ・   無 

種  類 
ア雇用保険 

失業給付 

イ国家公務 

員退職手 

当 

ウア又はイに掲げる給付に相当する給 

付であつて地方公共団体の支給する 

もの 

有  無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

金  額 

      

受給期間 

      

 上記の記載事項に誤りのないことを確認する。 

   年  月  日 

 

職業訓練を行う施設の長        印  

(公共職業安定所長) 

 

 注1 2欄には、必要な事項を記入し、又は該当する箇所に○印を付してください。 

  2 2欄の(4)の事項については、市町村長の証明書を添えることを求められることがあります。 

  3 3欄には、職場適応訓練以外の職業訓練の場合は当該職業訓練を行う施設の長の確認を、職場適応訓練の場合は当該職

場適応訓練を行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長の確認を受けてください。 

  4 申請者は、氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

  5 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

第1号様式(第10条関係)その2 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

(通校手当用) 

  

 

年  月  日  

  

 

 青森県知事    殿 

住 所         

氏 名          

 

 次のとおり通校手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

 

 

  通校等の開始年月日 

  年  月  日 

順路 

通校 

等の 

方法 

の別 

区     間 距 離 (概 算 ) 
所要時間 

（概算） 

乗 車 

券 等 

の 種 

類 

左欄の 

乗車券 

等の額 

備考 

1   
住居から( 経由) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

2   
から(   ) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

3   
から(   ) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

    
から(   ) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

他に利用できる交通機関等の名称

及び利用区間等 

  
総  通  校  等  距  離  

(概算) 
・ 

キロメー 

トル 

  
総  所  要  時  間 

(概算) 
時間 分 

  
平 均 1箇 月 間 の 運 賃 

等 の 負 担 額 
円 

  

第1号様式(第10条関係)その2 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

(通校手当用) 

  

 

年  月  日  

  

 

 青森県知事    殿 

住 所         

氏 名        ○印  

 

 次のとおり通校手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

 

 

  通校等の開始年月日 

  年  月  日 

順路 

通校 

等の 

方法 

の別 

区     間 距 離 (概 算 ) 
所要時間 

（概算） 

乗 車 

券 等 

の 種 

類 

左欄の 

乗車券 

等の額 

備考 

1   
住居から( 経由) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

2   
から(   ) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

3   
から(   ) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

    
から(   ) 

まで 
・ 

キ ロ メ ー

トル 
時間 分   円   

他に利用できる交通機関等の名称

及び利用区間等 

  
総  通  校  等  距  離  

(概算) 
・ 

キロメー 

トル 

  
総  所  要  時  間 

(概算) 
時間 分 

  
平 均 1箇 月 間 の 運 賃 

等 の 負 担 額 
円 

 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

通校等経路略図(経路朱線) 記入上の注意 

 1 この申請書には、通常行つている通校等の実情のみを記入し、例外的な方法等

は記入しないでください。 

 2 「通校等の方法の別」欄には、通所の順路に従い、徒歩、自転車、○○バス○

○線等の別を記入してください。 

 3 「乗車券等の種類」欄には、1箇月定期券、10枚つづり回数券、優待乗車券等

の別を記入してください。 

 4 「左欄の乗車券等の額」欄には、1箇月定期の額、10枚綴回数券の額等乗車券

等に応ずる額を記入してください。 

 5 「備考欄」には、定期券を持たない理由、回数券の片道および月間の使用枚数

等を記入してください。 

 6 往路と帰路と異なる場合は、「備考」欄にその旨と理由を記入してください。 

 7 ※印欄には、職業訓練(認定職業訓練及び職場適応訓練を除く。)の場合は当該

職業訓練を行う施設の長の確認を、職場適応訓練の場合は当該職場適応訓練を

行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長の確認を受けてください。

(認定職業訓練の場合は確認を受ける必要はありません。) 

※

職

業

訓

練

を

行

う

施

設

の

長

又

は

公

共

職

業

安

定

所

長

の

確

認

欄 

□該当 

 ○交通機関等利用 

 ○自転車等使用 

 ○原動機付自転車等

使用 

□非該当 

 理由： 

順 路 

算出の基礎となる交通 

機関等 定 期 券 、 

回 数 券 そ 

の 他 の 別 

1箇 月 の 運 賃 

等 の 額 交 通 機 関 等 

の  名  称 

利 用 

区 間 

1    円 

2    円 

3    円 

4    円 

5    円 

6    円 

1箇月の運賃等の額の総額                         円 

 上記の記載事項に誤りのないことを確認する。 

      年  月  日 

 

                   職業訓練を行う施設の長          

(公共職業安定所長)            

 

 注 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。 

 

通校等経路略図(経路朱線) 記入上の注意 

 1 この申請書には、通常行つている通校等の実情のみを記入し、例外的な方法等

は記入しないでください。 

 2 「通校等の方法の別」欄には、通所の順路に従い、徒歩、自転車、○○バス○

○線等の別を記入してください。 

 3 「乗車券等の種類」欄には、1箇月定期券、10枚つづり回数券、優待乗車券等

の別を記入してください。 

 4 「左欄の乗車券等の額」欄には、1箇月定期の額、10枚綴回数券の額等乗車券

等に応ずる額を記入してください。 

 5 「備考欄」には、定期券を持たない理由、回数券の片道および月間の使用枚数

等を記入してください。 

 6 往路と帰路と異なる場合は、「備考」欄にその旨と理由を記入してください。 

 7 ※印欄には、職業訓練(認定職業訓練及び職場適応訓練を除く。)の場合は当該

職業訓練を行う施設の長の確認を、職場適応訓練の場合は当該職場適応訓練を

行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長の確認を受けてください。

(認定職業訓練の場合は確認を受ける必要はありません。) 

※

職

業

訓

練

を

行

う

施

設

の

長

又

は

公

共

職

業

安

定

所

長

の

確

認

欄 

□該当 

 ○交通機関等利用 

 ○自転車等使用 

 ○原動機付自転車等

使用 

□非該当 

 理由： 

順 路 

算出の基礎となる交通 

機関等 定 期 券 、 

回 数 券 そ 

の 他 の 別 

1箇 月 の 運 賃 

等 の 額 交 通 機 関 等 

の  名  称 

利 用 

区 間 

1    円 

2    円 

3    円 

4    円 

5    円 

6    円 

1箇月の運賃等の額の総額                         円 

 上記の記載事項に誤りのないことを確認する。 

      年  月  日 

 

職業訓練を行う施設の長        印  

(公共職業安定所長)            

 

 注1 申請者は、氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

  2 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

第1号様式(第10条関係)その3 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

(県外において職業訓練(認定職業訓練及び職場適応訓練を除く。)を受ける者用) 

年  月  日 

 青森県知事    殿 

                                                          申請者氏名           

 次のとおり訓練手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

①申請する手当の種類(該当するものに○印を付してくださ

い。) 

  
基本手当  受講手当  通校手当  寄宿手当 

②
申
請
者
の
状
況 

ふりがな 

氏  名 

(性 別) 

男・女 

(生年月日) 

      年  月  日生(  歳) 

住所又は居所 

(入校前) 

 

(入校後) 

 

③扶養親族に関する事項(寄宿手当の申請者のみ記入してください。) 

  

家

族

の

状

況 

氏   名 

申請者との 

続   柄 年 齢 扶養の有無 
同居・別居の

別 
別居している者の住所又は居所 

   歳 有・無 同居・別居   

    歳 有・無 同居・別居   

            

  

            

    歳 有・無 同居・別居   

④求職者給付等の受給資格又は生活保護の受給   有(該当するものに○印を付してください。)  ・ 無 

    雇用保険求職者手当   国家公務員等失業者退職手当   生活保護 

  その他(                                           ) 

⑤
公
共
職
業
能
力
開
発
施
設
証
明
欄 

(入校年月日) 

   年  月  日 

(訓練科目) 

 
訓練期間 

自   ・  ・ 

至   ・  ・ 

通校距離(  km) 
通校手段(該当するものに○印を付してください。) 徒歩 バス 鉄道 自動車 その他

( ) 

寄宿舎の入居状況    入居(    ・  ・  ) ・ 入居していない 

 

 

上記の申請者は公共職業訓練を受講していることを証明する。 

           年  月  日         (施設名称、所在地)                     

 

                             公共職業能力開発施設の長          

⑥

出

身

県

処

理

欄 

(支給要件) 青森県職業訓練手当支給規則第  条  項  号 

(類似の手当の受給) 

有・無(              ) 

(月額)               (受給期間)   自   年  月  日 

          円              至   年  月  日 

添付書類 

受講指示書写し   手帳等の写し   通 校 届   入寮許可書等   

口座振込書   雇用保険、生活保護

等 

          

区分 日額(月額) 認定年月日 指定口座 

基本手当      金融機関名 

 支店名 

 口座番号 

受講手当     

通校手当     

寄宿手当     

(備考) 

 

  

 注 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。  

第1号様式(第10条関係)その3 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

(県外において職業訓練(認定職業訓練及び職場適応訓練を除く。)を受ける者用) 

年  月  日 

 青森県知事    殿 

申請者氏名        ○印  

 次のとおり訓練手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

①申請する手当の種類(該当するものに○印を付してくださ

い。) 

  
基本手当  受講手当  通校手当  寄宿手当 

②
申
請
者
の
状
況 

ふりがな 

氏  名 

(性 別) 

男・女 

(生年月日) 

      年  月  日生(  歳) 

住所又は居所 

(入校前) 

 

(入校後) 

 

③扶養親族に関する事項(寄宿手当の申請者のみ記入してください。) 

  

家

族

の

状

況 

氏   名 

申請者との 

続   柄 年 齢 扶養の有無 
同居・別居の

別 
別居している者の住所又は居所 

   歳 有・無 同居・別居   

    歳 有・無 同居・別居   

            

  

            

    歳 有・無 同居・別居   

④求職者給付等の受給資格又は生活保護の受給   有(該当するものに○印を付してください。)  ・ 無 

    雇用保険求職者手当   国家公務員等失業者退職手当   生活保護 

  その他(                                           ) 

⑤
公
共
職
業
能
力
開
発
施
設
証
明
欄 

(入校年月日) 

   年  月  日 

(訓練科目) 

 
訓練期間 

自   ・  ・ 

至   ・  ・ 

通校距離(  km) 
通校手段(該当するものに○印を付してください。) 徒歩 バス 鉄道 自動車 その他

( ) 

寄宿舎の入居状況    入居(    ・  ・  ) ・ 入居していない 

 

 

上記の申請者は公共職業訓練を受講していることを証明する。 

           年  月  日         (施設名称、所在地)                     

 

公共職業能力開発施設の長    印      

⑥

出

身

県

処

理

欄 

(支給要件) 青森県職業訓練手当支給規則第  条  項  号 

(類似の手当の受給) 

有・無(              ) 

(月額)               (受給期間)   自   年  月  日 

          円              至   年  月  日 

添付書類 

受講指示書写し   手帳等の写し   通 校 届   入寮許可書等   

口座振込書   雇用保険、生活保護

等 

          

区分 日額(月額) 認定年月日 指定口座 

基本手当      金融機関名 

 支店名 

 口座番号 

受講手当     

通校手当     

寄宿手当     

(備考) 

 

  

 注1 申請者は、氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

  2 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

第1号様式(第10条関係)その4 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

(認定職業訓練を受ける者用) 

年  月  日 

 青森県知事    殿 

申請者氏名               

 次のとおり訓練手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

①申請する手当の種類(該当するものに○印を付してくださ

い。) 

  
基本手当  受講手当  通校手当  寄宿手当 

②
申
請
者
の
状
況 

ふりがな 

氏    名 

(性別) 

  男・女 

(生年月日) 

     年  月  日生(  歳) 

住所又は居所 

  

③扶養親族に関する事項(寄宿手当の申請者のみ記入してください。) 

  

家

族

の

状

況 

氏       名 
申請者と 

の続柄 
年齢 扶養の有無 

同居・別居の

別 
別居している者の住所又は居所 

    歳 有・無 同居・別居   

    歳 有・無 同居・別居   

            

  

            

    歳 有・無 同居・別居   

④求職者給付等の受給資格又は生活保護の受給   有(該当するものに○印を付してください。)  ・  無 

    雇用保険求職者手当   国家公務員等失業者退職手当   生活保護 

  その他(                                           ) 

⑤認定職業訓練に関する事項 

  
(訓練科目) 訓練期間 

自    ・   ・ 

至    ・   ・ 

通校距離 

(  km) 
通校手段(該当するものに○印を付してください。) 徒歩 バス 鉄道 自動車 その他(     ) 

寄宿舎の入居状況 入居(   ・  ・   )  寄宿前の住所又は居所 

入居していない 

⑥ 

県

処

理

欄 

(支給要件) 青森県職業訓練手当支給規則第   条   項   号 

(類似の手当の受給) 

有・無(             ) 

(月額)       (受給期間) 自    年    月    日 

円      至    年    月    日 

添付書類 
受講指示書写し  手帳等の写し  口座振込書  

雇用保険、生活保護

等 

  

                

区    分 日額(月額) 認定年月日 指  定  口  座 

基 本 手 当     金融機関名 

支店名 

口座番号 

受 講 手 当     

通 校 手 当     

寄 宿 手 当     

(備考) 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。  

第1号様式(第10条関係)その4 

職業訓練手当受給資格認定申請書 

(認定職業訓練を受ける者用) 

年  月  日 

 青森県知事    殿 

申請者氏名             ○印  

 次のとおり訓練手当の支給を受けたいので、青森県職業訓練手当支給規則第10条第1項の規定により申請します。 

①申請する手当の種類(該当するものに○印を付してくださ

い。) 

  
基本手当  受講手当  通校手当  寄宿手当 

②
申
請
者
の
状
況 

ふりがな 

氏    名 

(性別) 

  男・女 

(生年月日) 

     年  月  日生(  歳) 

住所又は居所 

  

③扶養親族に関する事項(寄宿手当の申請者のみ記入してください。) 

  

家

族

の

状

況 

氏       名 
申請者と 

の続柄 
年齢 扶養の有無 

同居・別居の

別 
別居している者の住所又は居所 

    歳 有・無 同居・別居   

    歳 有・無 同居・別居   

            

  

            

    歳 有・無 同居・別居   

④求職者給付等の受給資格又は生活保護の受給   有(該当するものに○印を付してください。)  ・  無 

    雇用保険求職者手当   国家公務員等失業者退職手当   生活保護 

  その他(                                           ) 

⑤認定職業訓練に関する事項 

  
(訓練科目) 訓練期間 

自    ・   ・ 

至    ・   ・ 

通校距離 

(  km) 
通校手段(該当するものに○印を付してください。) 徒歩 バス 鉄道 自動車 その他(     ) 

寄宿舎の入居状況 入居(   ・  ・   )  寄宿前の住所又は居所 

入居していない 

⑥ 

県

処

理

欄 

(支給要件) 青森県職業訓練手当支給規則第   条   項   号 

(類似の手当の受給) 

有・無(             ) 

(月額)       (受給期間) 自    年    月    日 

円      至    年    月    日 

添付書類 
受講指示書写し  手帳等の写し  口座振込書  

雇用保険、生活保護

等 

  

                

区    分 日額(月額) 認定年月日 指  定  口  座 

基 本 手 当     金融機関名 

支店名 

口座番号 

受 講 手 当     

通 校 手 当     

寄 宿 手 当     

(備考) 

 

 

注1 申請者は、氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

 2 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

第3号様式(第11条関係)その1 

職業訓練手当支給請求書( 年 月分) 

年   月   日  

 青森県知事  殿 

住所                    

              氏名                   

   年 月分の訓練手当について、青森県職業訓練手当支給規則第11条の規定により、次のとおり請求します。 

訓練期間 年  月  日～  年  月  日 

訓練が行われなかつた日数 日 

訓練を受け 

なかつた日数 

①疾病、負傷その他のやむを得ない理由による日数 日 

  ①のうち連続して14日を超えた日数 日 

②やむを得ない理由のない日数 日 

訓練を受けた日数 日 

家族と別居して寄宿していない日数 日 

 

基 本 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

受 講 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

通 校 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

寄 宿 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

 

合計額 当月請求額 

円  円  

 

                        上記の記載事項に誤りのないことを証明します。      

                   年   月   日               

                     職業訓練を行う施設の長           

                         (公共職業安定所長)            

 注1 職場適応訓練以外の職業訓練の場合は当該職業訓練を行う施設の長の証明を、職場適応訓練の場合は当該職場適応訓

練を行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長の証明を受けてください。 

  2 受講手当の日数の欄には、当月までに訓練を受けた日数の合計が40日を超える場合は、当該40日を超える日数を控除

した日数を記入してください。 

  3 用紙の大きさは、日本産業規格A4縦長とする。 

 

第3号様式(第11条関係)その1 

職業訓練手当支給請求書( 年 月分) 

年   月   日  

 青森県知事  殿 

住所                    

氏名                 ○印   

   年 月分の訓練手当について、青森県職業訓練手当支給規則第11条の規定により、次のとおり請求します。 

訓練期間 年  月  日～  年  月  日 

訓練が行われなかつた日数 日 

訓練を受け 

なかつた日数 

①疾病、負傷その他のやむを得ない理由による日数 日 

  ①のうち連続して14日を超えた日数 日 

②やむを得ない理由のない日数 日 

訓練を受けた日数 日 

家族と別居して寄宿していない日数 日 

 

基 本 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

受 講 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

通 校 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

寄 宿 手 当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

 

合計額 当月請求額 

円  円  

 

                        上記の記載事項に誤りのないことを証明します。      

                   年   月   日               

職業訓練を行う施設の長       印   

                         (公共職業安定所長)            

 注1 職場適応訓練以外の職業訓練の場合は当該職業訓練を行う施設の長の証明を、職場適応訓練の場合は当該職場適応訓

練を行う事業所の所在地を管轄する公共職業安定所の長の証明を受けてください。 

  2 受講手当の日数の欄には、当月までに訓練を受けた日数の合計が40日を超える場合は、当該40日を超える日数を控除

した日数を記入してください。 

  3 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 



改正後 改正前 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 

 

第3号様式(第11条関係)その2 

職業訓練手当支給請求書( 年 月分) 

(認定職業訓練を受ける者用) 

年   月   日 

 青森県知事   殿 

住所                   

                氏名                  

  年 月分の訓練手当について、青森県職業訓練手当支給規則第11条の規定により、次のとおり請求します。 

訓練期間   年 月 日～ 年 月 日 

訓練が行われなかつた日数 日 

訓練を受けなかつた日数 ①疾病、負傷その他のやむを得ない理由による日数 日 

  ①のうち連続して14日を超えた日数 日 

②やむを得ない理由のない日数 日 

訓練を受けた日数 日 

家族と別居して寄宿していない日数 日 

 

基本手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

受講手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

通校手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

寄宿手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

 

合  計  額 当 月 請 求 額 

円 円 

 

※ 

認定職 

業訓練 

を行う 

施設の 

長の証 

明欄 

 

(1)職業訓練が行われなかつた日 ＝印(取消線) 

(2)職業訓練を受けなかつた日 ×印 
月 

1 2 3 4 5 6 7 特記事項 

8 9 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

22 23 24 25 26 27 28 

29 30 31         

   上記の記載事項に誤りのないことを証明します。 

      年   月   日 

認定職業訓練を行う施設の長                  

注1 疾病、負傷その他のやむを得ない理由による日数がある場合は、当該やむを得ない理由を証明する書類を添付してくだ

さい。 

 2 受講手当の日数の欄には、当月までに訓練を受けた日数の合計が40日を超える場合は、当該40日を超える日数を控除し

た日数を記入してください。 

 3 ※印欄には、認定職業訓練を行う施設の長の証明を受けてください。 

 4 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。  

第3号様式(第11条関係)その2 

職業訓練手当支給請求書( 年 月分) 

(認定職業訓練を受ける者用) 

年   月   日 

 青森県知事   殿 

住所                   

氏名                印  

  年 月分の訓練手当について、青森県職業訓練手当支給規則第11条の規定により、次のとおり請求します。 

訓練期間   年 月 日～ 年 月 日 

訓練が行われなかつた日数 日 

訓練を受けなかつた日数 ①疾病、負傷その他のやむを得ない理由による日数 日 

  ①のうち連続して14日を超えた日数 日 

②やむを得ない理由のない日数 日 

訓練を受けた日数 日 

家族と別居して寄宿していない日数 日 

 

基本手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

受講手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

通校手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

寄宿手当 

日  数 日 

日  額 円 

金  額 円 

 

合  計  額 当 月 請 求 額 

円 円 

 

※ 

認定職 

業訓練 

を行う 

施設の 

長の証 

明欄 

 

(1)職業訓練が行われなかつた日 ＝印(取消線) 

(2)職業訓練を受けなかつた日 ×印 
月 

1 2 3 4 5 6 7 特記事項 

8 9 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

22 23 24 25 26 27 28 

29 30 31         

   上記の記載事項に誤りのないことを証明します。 

      年   月   日 

認定職業訓練を行う施設の長              印    

注1 疾病、負傷その他のやむを得ない理由による日数がある場合は、当該やむを得ない理由を証明する書類を添付してくだ

さい。 

 2 受講手当の日数の欄には、当月までに訓練を受けた日数の合計が40日を超える場合は、当該40日を超える日数を控除し

た日数を記入してください。 

 3 ※印欄には、認定職業訓練を行う施設の長の証明を受けてください。 

 4 用紙の大きさは、日本産業規格 A4縦長とする。 


